
 

成立・発展：地球温暖化が深刻化する中、 

日本の温暖化対策の第一歩として、 

全国が一体となって地球温暖化対策に関する基本方針を定めた。 

その後、国際動向および国内方針を踏まえて、 

複数回改正されてきた。 

 

2021改正：2050カーボンニュートラルの実現を法に明記し、 

その実現に向けて地域の再エネ活用や 

企業排出量データのデジタル化を進める仕組みを整備した。 

2024改正：JCM（二国間クレジット制度）を拡充し、 

地域脱炭素化促進事業制度を拡充した。 

 

決定・発展：日本は2035年度および2040年度の新たな中間削減目標 

（2013年度比60％・73％）を設定し、これを地球温暖化対策計画に組み込む 

ことで、削減目標の達成に向けた施策を推進しつつ、 

脱炭素投資やイノベーションの加速を図る体制整備を進めた。 

 

成立・発展：日本は化石燃料への依存度が高く、エネルギー自給率の低さが長年の課題

となってきた。日本のエネルギー政策を長期的・総合的・計画的に推進し、 

エネルギーの安定供給を確保することを目的として、制定された。 

 

 

策定・発展： 法律に基づき、エネルギー政策の 

長期的な指針として策定し、約3年ごとに、 

日本の国情及び世界的な情勢に合わせて見直してきた。 

 

 

2025現在実行第7次エネルギー基本計画： 

エネルギーの安定供給と脱炭素化の両立を図りながら、 

エネルギー構造の転換を経済成長につなげる 

産業政策の強化が打ち出されている。 
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決定・発展：気候変動への対応に加え、 

世界情勢によるエネルギー安定供給の確保が大きな課題となった。 

脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長を同時に実現するために、 

今後 10年を見据えた取り組みの方針を取りまとめた。 

 

成立・発展：GXに向けた国際的な投資競争の加速、日本のGX投資を推進させることが必要となった。 

脱炭素化と経済成長の両立を目指し、GX投資を促進するための制度を進めてきた。 

 

決定・発展：国際情勢の不安定化や電化の進展による電力需要の増加など将来の不確実性があった、 

GXに向けた投資の予見可能性を高めるため、より長期的な方向性を定めた。 
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GX2040ビジョン 

 

1998年国会成立 

 

2025年閣議決定 

 

2002年国会成立 

 

2003年から政府策定 

 

2023年閣議決定 

 

2023年国会成立 

 

2025年閣議決定 

 

①脱炭素社会の実現 

②エネルギー安全保障 

③経済成長・産業競争力強化 
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